
第 1 2 8期定時株主総会招集ご通知に際しての 

法令および定款に基づくインターネット開示事項 

・ 取締役の職務の執行が法令および定款に適合

することを確保するための体制その他企業集

団の業務の適正を確保するための体制ならび

に当該体制の運用状況の概要

・ 連結計算書類の連結株主資本等変動計算書

・ 連 結 計 算 書 類 の 連 結 注 記 表

・ 計 算 書 類 の 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

・ 計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

第128期

(
2021年３月１日から

)2022年２月 28日まで

株式会社近鉄百貨店

本内容は、法令および当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社

ウェブサイト（https://www.d-kintetsu.co.jp/corporate/ir/soukai.php）に掲

載することにより、株主の皆様に提供しております。 



取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他企業集

団の業務の適正を確保するための体制ならびに当該体制の運用状況の概要 

⑴ 業務の適正を確保するための体制

当社は、会社法第 362条第４項第６号に基づき、当社およびグループ会社からなる企業

集団の業務の適正を確保するために必要な体制について以下のとおり決議しております。

なお、この内容については必要が生じる都度、取締役会において見直しを実施しており

ます。 

① 当社の取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制 

ａ．役員および従業員の拠るべき行動基準として、「近鉄百貨店（グループ）企業行動

指針」を制定する。 

ｂ．当社が直面しまたは将来直面する可能性のある法令および倫理規範上の諸問題を処

理・防止・管理するため、「コンプライアンス推進委員会」を設置する。 

ｃ．「コンプライアンス推進委員会」事務局内に、コンプライアンス相談窓口を設け、

法令等に反する疑いのある行為について相談や報告を受け付け、必要に応じて調査、

是正等の措置を講ずる。 

ｄ．「近鉄百貨店（グループ）企業行動指針」を全社へ浸透させるため、役員および従

業員に対し階層別にコンプライアンス教育を実施するとともに、コンプライアンスマ

ニュアルを配布する。

ｅ．法令、社内諸規則に定めるところに従い、業務が適切に遂行されているか否かを検

証するため、内部監査担当部署が内部監査規程に基づき業務・能率監査等の内部監査

を実施する。 

ｆ．反社会的勢力との関係については、これを一切持たず、不当な要求には毅然とした

対応をとることとし、その旨を「近鉄百貨店（グループ）企業行動指針」に明示する。 

ｇ．金融商品取引法に基づく財務報告に係る内部統制については、財務報告を法令等に

従って適正に作成することの重要性を十分に認識し、必要な体制等を適切に整備、運

用する。 

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報を適切に保存、管理するため、「文書取扱規程」を定

め、これに基づいた保存、管理を行う。また、稟議書等の重要な文書については、役員

が随時閲覧できる体制を整える。 

③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

ａ．リスクの把握、分析、発生時の対応等を内容とする「リスク管理規程」を制定し、

リスクを適切に管理する体制を整える。
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ｂ．当社に重大な損害を与える様々なリスクを適切に管理し、リスク発生時における効

果的・効率的な対応を図るため、「リスク管理委員会」を設置する。同委員会におい

て危機管理マニュアルを作成し、一定の役職者に対しこれを配布し、リスク発生時に

おける迅速な情報伝達と対策決定ができる体制を整える。 

ｃ．「リスク管理委員会」の事務局は、当社において発生したリスクおよびその対応状

況について、同委員会に報告する。 

ｄ．重大なリスクについては、個別の規程を制定し、必要に応じて専従部署または会議

体を設置するなどの体制を整える。 

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．迅速で効率性の高い企業経営を行うため執行役員制度を採用し、経営の意思決定・

監督機能を担う取締役と業務執行機能を担う執行役員の役割を区分する。 

ｂ．取締役会の決議により、業務組織と分掌事項を設定し、執行役員の担当を明確に定

め、効率的な業務執行が行える体制を構築する。また、執行役員の役付に応じ、一定

の基準に基づく決裁権限を委譲する。 

ｃ．執行役員間の情報の共有と効率的な意思決定を図るため、「常務役員会議」等の会

議体を設置し、経営に関する重要な事項について審議を行う。また、必要と認めると

きは下部機関を設け、個別案件ごとに調査および検討を行わせることができることと

する。 

ｄ．日常の業務の効率化を図るため、社内規程やマニュアル等を整備する。 

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制

ａ．グループ会社を担当する部署が中心となり、グループ会社から経営に関する重要な

事項について定期的に報告を受ける体制を整える。 

ｂ．「近鉄百貨店（グループ）企業行動指針」をグループ会社の役員および従業員に周

知し、グループ会社において法令、定款および倫理規範を遵守する体制を整える。 

ｃ．グループ会社のリスクに関する情報を収集し、必要に応じて当社のリスク管理委員

会に報告する。また、グループ会社において、「リスク管理規程」を制定し、リスク

を適切に管理する体制を整える。 

ｄ．グループ会社において、効率的な業務執行が行われるよう、グループ会社の組織体

制を整備するとともに、グループ会社に役員を派遣して業務の執行状況を監督する。 

ｅ．当社の内部監査担当部署が定期的にグループ会社に対して監査を実施する。 

ｆ．当社と親会社またはその子会社との間で利益の相反する取引を実施するに当たって

は、親会社以外の株主の利益に配慮し、特別に定めた手続きによる。 
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⑥ 監査役の監査に関する体制

ａ．監査役会および監査役の監査に関する事務を処理するため、「監査役室」を置き、

専属の従業員を置く。 

ｂ．「監査役室」所属の従業員は、監査役の指示に従い、監査役の監査に必要な調査や

情報収集を行うことができるものとする。当該従業員の人事異動、人事評価等につい

ては、あらかじめ常勤の監査役の同意を得る。 

ｃ．当社およびグループ会社の取締役、執行役員および従業員ならびにグループ会社の

監査役は、当社の監査役に対して、法令に定める事項のほか、当社およびグループ会

社の業務または財務の状況に係る重要事項を速やかに報告する。この重要事項には、

「コンプライアンス推進委員会」事務局が受け付けた事項、リスクに関する事項、内

部監査に関する事項その他内部統制に関する事項を含む。 

ｄ．取締役、執行役員および従業員は、監査役に対して、業務執行に係る文書その他の

重要な文書を回付する。また、当社の監査役が職務の必要上報告および調査を要請し

た場合には、当社およびグループ会社の取締役、執行役員および従業員ならびにグル

ープ会社の監査役は、積極的にこれに協力する。 

ｅ．当社およびグループ会社は、当社の監査役に前２号の報告等を行った者に対して、

報告等を行ったことを理由として不利な取扱いを行わない。 

ｆ．常勤の監査役は、「常務役員会議」その他の重要な会議に出席してその職務に必要

な情報を得るとともに、意見を述べることができる。また、監査役会は、必要に応じ

て、取締役、執行役員、従業員および会計監査人その他の関係者の出席を求めること

ができる。 

ｇ．監査役がその職務の執行について必要な費用を請求した場合には、取締役は、監査

役の職務の執行に必要でないと認められるときを除き、速やかに当該請求に応じる。

また、監査役がその職務の執行に当たり弁護士等の外部の専門家に対して助言を求め

ることが必要と判断した場合には、取締役は、当該外部専門家との連携を図ることの

できる環境を整備する。 

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当期における業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりで

あります。 

① 当社の取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す

るための体制 

  当社事業に関連する法令についての従業員研修の実施や、ハラスメント防止注意喚

起を定期的に発信しているほか、グループ会社でのＣＳＲにかかわる取組みについて

の進捗確認を実施するなど、従業員の法令遵守の意識を高め、コンプライアンス体制

の充実に努めました。 
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② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

 重要文書の一部については、保存年限を定めたうえ情報専門管理会社の倉庫におい

て保管するなど、情報資産の管理体制を徹底しております。また、当期中に保存期限

が到来した文書については、一斉に廃棄処分を実施しました。2019 年９月から電子

稟議の運用を開始し、取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理における効率

性と安全性の向上を図りました。 

③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

  個人情報保護や品質管理、商品管理に関する社内啓蒙通知を定期的に行っておりま

す。当期は、新型コロナウイルス感染症対策として、「リスク管理委員会」は「労務

管理面」と「店舗営業面」の両面において対策を講じました。「労務管理面」では、

感染予防対策を徹底するため、注意喚起通知の随時発信や、体調不良時の行動要領の

適時更新を行ったほか、在宅勤務（テレワーク）やＷＥＢ会議の利用拡大を推進しま

した。「店舗営業面」では、引き続き係員にマスク着用を義務付けるとともに、店頭

に消毒液、検温機等を設置するなど、お客様および従業員の安全・安心確保に努めま

した。緊急事態宣言下においては、生活必需品である食料品フロア以外の休業や、営

業時間の短縮を実施し、感染拡大の防止と営業の継続に努めました。 

④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

  「常務役員会議」等の会議体を定期的に開催し、意思決定を迅速に行うとともに、

業務組織の簡素化のほか規程類の改廃を通じ、効率的な企業経営に努めました。また、

電子稟議の運用により、取締役の業務執行に係る決裁手続きの迅速化および効率化を

図りました。 

⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制

  グループ各社役員との情報共有会議を定期的に開催するほか、内部監査担当部署が、

グループ各社における業務効率性への対応状況を監査するなど、企業集団の業務の適

正の確保に努めました。 

⑥ 監査役の監査に関する体制

  監査役へは、業務執行に関する重要な書類等を回付し、必要事項を報告しました。ま

た、監査役は、「常務役員会議」その他の重要な会議に出席するとともに、役員、会

計監査人および内部監査担当部署との意見交換を通じ、重要な意思決定の過程および

業務の執行状況の確認に努めました。 
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（単位：百万円）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高  15,000  8,990  8,282 △ 86  32,186 

会計方針の変更による
累積的影響額

 355  355 

会計方針の変更を反映した
当期首残高

 15,000  8,990  8,637 △ 86  32,541 

当期変動額

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

△ 775 △ 775

自己株式の取得 △ 0 △ 0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － △ 775 △ 0 △ 776

当期末残高  15,000  8,990  7,862 △ 87  31,765 

その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当期首残高  739  717  1,456  33,643 

会計方針の変更による
累積的影響額

 355 

会計方針の変更を反映した
当期首残高

 739  717  1,456  33,998 

当期変動額

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

△ 775

自己株式の取得 △ 0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

 86  2  89  89 

当期変動額合計  86  2  89 △ 686

当期末残高  826  719  1,546  33,311 

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

その他の包括利益累計額

純資産合計

株  主  資  本

連結株主資本等変動計算書

２０２１年３月　１日から
２０２２年２月２８日まで
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連 結 注 記 表 

 

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

１． 連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数及び連結子会社の名称 

連結子会社の数   ６社 

連結子会社の名称 

株式会社近鉄友の会、株式会社シュテルン近鉄、株式会社ジャパンフーズクリエイト、

株式会社近創、近畿配送サービス株式会社、株式会社Ｋサポート 

 

２． 持分法の適用に関する事項 

持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数並びに会社等の名称 

該当事項はありません。 
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３． 会計方針に関する事項 

（１） 資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

②たな卸資産の評価基準及び評価方法  

商 品 主として売価還元法による原価法 

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

貯 蔵 品 主として移動平均法による原価法 

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

（２） 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く。） 主として定額法 

②無形固定資産（リース資産を除く。） 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ

ております。 

③リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。 

（３） 引当金の計上基準 

①貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞 与 引 当 金 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち

当連結会計年度対応分を計上しております。 

③商品券等引換損失引当金 一定期間経過後に収益に計上した未引換の商品券等

について、将来の引換時に発生する損失に備えるた

め、過去の実績に基づく将来の引換見込額を計上し

ております。 

  

 

（４） 収益及び費用の計上額 

当社および連結子会社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2018 年 3 月

30日）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第30号 2018年3月30日）

を適用しており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 
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（５） その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 

①ヘッジ会計の方法 

ａ．ヘッジ会計の方法 

為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合には振当処理に、金利スワップに

ついては、特例処理の要件を満たしている場合には特例処理によっております。 

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段） 為替予約、金利スワップ 

（ヘッジ対象） 外貨建予定取引、借入金の利息 

ｃ．ヘッジ方針 

為替変動リスク及び金利変動リスクを回避することを目的としてヘッジ取引を利用しており

ます。 

ｄ．ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約については、外国通貨による決済見込額に対し、通貨種別、金額、履行時期等の重

要な条件が同一である為替予約を行っているため、また、金利スワップについては、特例処理

の要件を満たす金利スワップを行っているため、いずれも有効性の評価は省略しております。 

②退職給付に係る資産及び負債の計上基準 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上して

おります。ただし、年金資産の額が退職給付債務を超える場合には退職給付に係る資産として計

上しております。なお、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで

の期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（主として 11 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理しております。なお、当社の自社年金制度に係るものは、発生年度において一括で費用処

理しております。 

③消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

④連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

⑤連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社及び連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）におい

て創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度

の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効

果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第 39 号 2020 年３月 31 日）第３項の取扱いにより、

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28号 平成 30 年２月 16 日）

第 44 項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に

基づいております。 
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会計方針の変更に関する注記 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2018 年３月 30 日。以下「収益認識会計基

準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2018

年３月 30 日）が 2018 年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったこと

に伴い、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準等を早期適用し、約束した財又はサービスの支

配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識す

ることといたしました。 

これにより、当社グループが代理人として関与したと判定される取引については純額で表示してお

ります。 

当社グループの主な履行義務は、物品の販売であり、物品の引渡し時に収益を認識しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱

いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しており

ます。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに

従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用して

おりません。 

この結果、当連結会計年度の売上高が 127,560 百万円減少し、売上原価は 125,397 百万円減少し、

販売費及び一般管理費は 2,214 百万円減少し、営業損失は 52百万円減少し、経常損失及び税金等調整

前当期純損失がそれぞれ 89百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は 355百万円増

加しております。 

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に

表示していた「商品券」、「預り金」及び「その他」の一部は、当連結会計年度より「契約負債」に

含めて表示することといたしました。 

なお、１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

 

表示方法の変更に関する注記 

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020 年３月 31 日）を当連結

会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注

記を記載しております。 
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会計上の見積りに関する注記 

１．繰延税金資産の回収可能性 

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

繰延税金資産 2,695 百万円 

（２）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

①金額の算出方法 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26号）に従い、

中期計画により見積られた将来の課税所得等に基づき、回収可能性を判断し計上しておりま

す。 

②金額の算出に用いた主要な仮定 

将来の課税所得の見積りは、中期計画及び予算を基礎としております。なお、新型コロナ

ウイルス感染症の影響及び構造改革の実行によるコスト削減の効果については、会計上の見

積りに反映するにあたり、次のような仮定を置いております。 

（新型コロナウイルス感染症の影響） 

当社グループは、新型コロナウイルス感染症の拡大による緊急事態宣言及びまん延防止

等重点措置に伴う、店舗の休業及び営業時間の短縮など売上高減少の影響を受けておりま

す。連結計算書類の作成に当たって、ワクチンの追加接種が普及するにつれて、翌連結

会計年度末までに経済活動が緩やかに回復すると仮定しております。 

（構造改革の実行によるコスト削減の効果） 

当社グループは、当連結会計年度から構造改革に取り組んでおり、翌連結会計年度以降

においてもその費用削減効果を見込んでおります。 

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響 

課税所得の発生時期及び金額は、今後の新型コロナウイルスの感染状況に加え、将来の経

営環境や市場動向の変動によって影響を受けるため不確実性があります。従って、実際に発

生した課税所得の時期及び金額が見積りと乖離した場合、翌連結会計年度の連結計算書類に

おいて、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

２．固定資産の減損損失 

（１）当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 

有形固定資産 69,869 百万円 

無形固定資産  3,467 百万円 

減損損失        －百万円 

（２）会計上の見積りの内容について連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

①金額の算出方法 

当社グループは、管理会計上の区分を基礎とし、主として店舗をキャッシュ・フローを生

み出す最小単位としてグルーピングしております。減損の兆候があると認められる場合には、

資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較すること

によって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来キャッシュ・フロ

ーの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能価額

（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損
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失として計上します。 

当連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染症の拡大による店舗の一部休業及び

営業時間の短縮による影響などにより、グルーピング単位で継続して営業損益がマイナスと

なり、減損の兆候が認められたため、減損損失の認識の要否の判定を行いました。判定の結

果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回る資産グループはないと判断し

減損損失は計上しておりません。 

②金額の算出に用いた主要な仮定 

将来キャッシュ・フローの見積りは、中期計画及び予算を基礎としております。なお、会

計上の見積りに反映するにあたり、新型コロナウイルス感染症の影響及び構造改革の実行に

よるコスト削減の効果については、上記、「１．繰延税金資産の回収可能性」と同様の仮定

を置いております。 

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響 

将来キャッシュ・フローについては、今後の新型コロナウイルスの感染状況に加え、将来

の経営環境や市場動向の変動によって影響を受けるため不確実性があります。従って、実際

に発生した将来キャッシュ・フローの発生時期及び金額が見積りと乖離した場合、翌連結会

計年度の連結計算書類において、固定資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 

連結貸借対照表に関する注記 

１． 担保に供している資産及び担保に係る債務 

（１） 担保に供している資産 

商 品 及 び 製 品 537 百万円 

（２） 担保に係る債務 

買 掛 金 53 百万円 

短 期 借 入 金 121 百万円 

計 175 百万円 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額 91,934 百万円 

 

３．供託資産 

敷金及び保証金 0 百万円 

投資その他の資産（その他） 287 百万円 

計 287 百万円 

上記の資産は、割賦販売法に基づいて供託しております。 
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連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１． 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 40,437,940 株 

 

２． 配当に関する事項 

配当金支払額 

該当事項はありません。 

 

金融商品に関する注記 

１． 金融商品の状況に関する事項 

（１） 金融商品に対する取組方針 

当社グループでは、一時的に発生した余裕資金を短期的な預金等に限定して運用しておりま

す。資金調達に関しては、主として銀行等金融機関からの借入により行っております。また、

デリバティブはリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。 

（２） 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク 

受取手形及び売掛金は、通常の営業活動に伴い生じたものであり、顧客等の信用リスクに晒

されております。 

投資有価証券は、主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。 

敷金及び保証金は、店舗及び事務所等の不動産賃借契約に基づくものであり、差入先の信用

リスクに晒されております。 

支払手形及び買掛金、商品券並びに預り金は、短期間で決済されるものであり、このうち外

貨建のものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、原則として、先物為替予約

取引を利用してヘッジしております。 

借入金は、営業活動を行うための運転資金や設備投資資金であり、金利の変動リスクに晒さ

れておりますが、原則として、金利スワップ取引を利用してヘッジしております。 

なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方

法については、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 ３．会計

方針に関する事項 （５）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 ①ヘッジ

会計の方法」をご参照ください。 

（３） 金融商品に係るリスク管理体制 

受取手形及び売掛金に係る顧客等の信用リスクを抑制するため、当社及び連結子会社の各営

業部門及び経理部門において、取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日

及び残高を管理しております。 

投資有価証券に係る市場価格の変動リスクを抑制するため、当社及び連結子会社の経理部門

において、定期的に市場価格を把握すること等を行っております。 

敷金及び保証金については、当社及び連結子会社の経理部門において、差入先の状況を定期

的にモニタリングし取引相手ごとに残高を管理しております。 

外貨建金銭債務等に係る為替の変動リスクを抑制するため、当社及び連結子会社の経理部門

において、為替予約取引を実施して支払額の固定化を図っております。 

借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するため、当社及び連結子会社の経理部門におい

て、金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を図っております。 
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デリバティブ取引の実行及び管理は、当社及び連結子会社の経理部門に集中させておりま

す。なお、これらのデリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるた

め、相手先の債務不履行によるリスクはほとんど発生しないと認識しております。 

（４） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか市場価格がない場合には合理的に算定さ

れた価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異

なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

 

２． 金融商品の時価等に関する事項 

2022年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めてお

りません｡（（注２）参照） 

 

（※）負債に計上されているものについては（ ）で示しております。 

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

（１） 現金及び預金並びに（２）受取手形及び売掛金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

（３） 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

（４） 敷金及び保証金 

これらの時価については、リスクフリーレートで割り引いた現在価値にて算定しておりま

す。 

（５） 支払手形及び買掛金、（６）短期借入金、（７）商品券並びに（８）預り金 

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額
（※）

時　　　価
（※）

差　　　　額

(1) 現金及び預金 4,104 4,104 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 9,347 9,347 ― 

(3) 投資有価証券 3,285 3,285 ― 

(4)
敷金及び保証金（一年以
内回収予定を含む。）

4 4 △0 

(5) 支払手形及び買掛金 (15,312) (15,312) (―)

(6) 短期借入金 (13,041) (13,041) (―)

(7) 商品券 (8,467) (8,467) (―)

(8) 預り金 (10,063) (10,063) (―)

(9)
長期借入金（一年以内返
済予定を含む。）

(3,800) (3,770) (△29)
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これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

（９） 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を残存期間で同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、変動金利による長期借入

金のうち、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引を行っているものについては、当

該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用さ

れる合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

非上場株式（連結貸借対照表計上額225百万円）については、市場価格がなく、時価を把握

することが極めて困難と認められるため、（３）投資有価証券に含めておりません。 

敷金及び保証金の一部（連結貸借対照表計上額9,863百万円）については、店舗及び事務所

等の不動産賃借契約に基づくものでありますが、その使用期間が明確でなく、現時点におい

て将来退去する予定もないことから、合理的な算定期間を見積もることができないため、

（４）敷金及び保証金に含めておりません。 

 

賃貸等不動産に関する注記 

１． 賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社グループは、大阪府その他の地域において、賃貸商業施設、賃貸物流施設及び賃貸マンシ

ョン等を所有しております。 

 

２． 賃貸等不動産の時価に関する事項 

連結貸借対照表計上額 12,869 百万円 

時 価 18,049 百万円 

（注１）連結貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金

額であります。 

（注２）当連結会計年度末の時価は、主要な物件については不動産鑑定士による不動産鑑定評価額

もしくは「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行っ

たものを含む。）であります。その他の物件については、一定の評価額等が適切に市場価格を

反映していると考えられるため当該評価額や連結貸借対照表計上額をもって時価としておりま

す。なお、あべのハルカス近鉄本店内の賃貸等不動産（連結貸借対照表計上額 2,062 百万円）

については、当社が所有する固定資産は主として内装設備であり、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難であるため、含めておりません。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 825 円  3 銭 

２．１株当たり当期純損失 19 円 21 銭 

（注）（会計方針の変更）に記載のとおり、当連結会計年度より「収益認識に関する会計基準」等

を早期適用しております。この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額は 5 円 90 銭増加

し、１株当たり当期純損失は 2円 89 銭増加しております。  
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収益認識に関する注記 

当社グループの主なセグメント別における、顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、次のとおりであります。 

百貨店業 

百貨店業は、主に衣料品、食料品、雑貨等の販売を行っており、このような物品の販売について

は、多くの場合、物品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足さ

れると判断していることから、主として当該物品の引渡時点で収益を認識しております。 

卸・小売業 

卸・小売業は、主に食料品や自動車等の販売を行っており、このような物品の販売については、多

くの場合、物品の引渡時点において顧客が当該商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると

判断していることから、主として当該物品の引渡時点で収益を認識しております。 

内装業 

内装業は、主に内装工事等を行っており、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を

認識しております。ただし、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時

点までの期間がごく短い場合には、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した

時点で収益を認識しております。 

 

その他の注記 

新型コロナウイルス感染症の影響に関する一定の仮定 

当社グループは、新型コロナウイルス感染症の拡大による緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置

に伴う、店舗の休業及び営業時間の短縮など売上高減少の影響を受けております。連結計算書類の作

成に当たって、ワクチンの追加接種が普及するにつれて、翌連結会計年度末までに経済活動が緩やか

に回復すると想定し、繰延税金資産の回収可能性及び固定資産の減損等の会計上の見積りを行ってお

ります。 

なお、連結計算書類作成時点において入手可能な情報に基づいた最善の見積りを行っているもの

の、その性質上、見積りに用いた仮定には不確実性があるため、新型コロナウイルス感染症の収束時

期やその経済環境への影響が変化した場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。 
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（単位：百万円）

そ  の  他
利益剰余金
繰      越
利益剰余金

当期首残高  15,000  5,000  4,090  9,090  4,520  4,520

会計方針の変更による
累積的影響額

△ 2 △ 2

会計方針の変更を反映した
当期首残高

 15,000  5,000  4,090  9,090  4,518  4,518

当期変動額

当期純損失（△） △ 1,150 △ 1,150

自己株式の取得

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当期変動額合計 ― ― ― ― △ 1,150 △ 1,150

当期末残高  15,000  5,000  4,090  9,090  3,367  3,367

当期首残高 △ 86  28,524  737  737  29,262

会計方針の変更による
累積的影響額

△ 2 △ 2

会計方針の変更を反映した
当期首残高

△ 86  28,521  737  737  29,259

当期変動額

当期純損失（△） △ 1,150 △ 1,150

自己株式の取得 △ 0 △ 0 △ 0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

 89  89  89

当期変動額合計 △ 0 △ 1,151  89  89 △ 1,061

当期末残高 △ 87  27,370  827  827  28,197

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

２０２１年３月　１日から
２０２２年２月２８日まで

株  主  資  本

利 益 剰 余 金資 本 剰 余 金

そ  の  他
資本剰余金

資本剰余金
合      計

利益剰余金
合      計

資本準備金
資 本 金

株主資本
合    計

純資産合計
自己株式

評価・換算
差額等合計

株 主 資 本 評価・換算差額等

その他有価証
券評価差額金
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個 別 注 記 表 
 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 

決算日の市場価格等に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 
 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商 品 売価還元法による原価法 

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

貯 蔵 品 移動平均法による原価法 

（収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 定額法 

（２）無形固定資産（リース資産を除く。） 定額法 

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

（３）リ ー ス 資 産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法を採用しております。 
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３．引当金の計上基準 

（１）貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）商品券等引換損失引当金 一定期間経過後に収益に計上した未引換の商品券等に

ついて、将来の引換時に発生する損失に備えるため、

過去の実績に基づく将来の引換見込額を計上しており

ます。 

（３）退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事

業年度末において発生していると認められる額を計上

しております。ただし、当事業年度末については年金

資産見込額が、退職給付債務見込額に未認識数理計算

上の差異等を加減した額を超過しているため、超過額

を前払年金費用として計上しております。なお、退職

給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、期間定

額基準によっております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として

11 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しております。なお、自社

年金制度に係るものは、発生年度において一括で費用

処理しております。 

 

 

４．収益及び費用の計上基準 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2018 年 3 月 30 日）及び「収益認識に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準第 30 号 2018 年 3 月 30 日）を適用しており、約束した

財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれ

る金額で収益を認識しております。 
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５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（１）ヘッジ会計の方法  

①  ヘッジ会計の方法  

為替予約については、振当処理の要件を満たしている場合には振当処理に、金利スワップについて

は、特例処理の要件を満たしている場合には特例処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象  

（ヘッジ手段） 為替予約、金利スワップ 

（ヘッジ対象） 外貨建予定取引、借入金の利息 

③ ヘッジ方針  

為替変動リスク及び金利変動リスクを回避することを目的としてヘッジ取引を利用しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法  

為替予約については、外国通貨による決済見込額に対し、通貨種別、金額、履行時期等の重要な条

件が同一である為替予約を行っているため、また、金利スワップについては、特例処理の要件を満た

す金利スワップを行っているため、いずれも有効性の評価は省略しております。 

（２）退職給付に係る会計処理  

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額につきましては、連結計算書類における会計処

理の方法と異なっております。 

（３）消費税等の会計処理  

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

（４）連結納税制度の適用  

連結納税制度を適用しております。 

（５）連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第８号）において創設されたグルー

プ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目

については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱

い」（実務対応報告第 39 号 2020 年３月 31 日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 平成 30 年２月 16 日）第 44 項の定めを適用せず、

繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 
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会計方針の変更に関する注記 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2018 年３月 30 日。以下「収益認識会計基

準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 

2018 年３月 30 日）が 2018 年４月１日以後開始する事業年度の期首から適用できることになったこと

に伴い、当事業年度の期首から収益認識会計基準等を早期適用し、約束した財又はサービスの支配が

顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識するこ

とといたしました。 

これにより、当社が代理人として関与したと判定される取引については純額で表示しております。 

当社の主な履行義務は、物品の販売であり、物品の引渡し時に収益を認識しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、

当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。た

だし、収益認識会計基準第 86 項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱

いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。 

この結果、当事業年度の売上高が 123,054 百万円減少し、売上原価は 122,147 百万円減少し、販売

費及び一般管理費は 908 百万円減少し、営業損失は 0 百万円減少し、経常損失及び税引前当期純損失

がそれぞれ 1 百万円増加しております。また、利益剰余金の当期首残高は 2 百万円減少しております。 

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」に表示して

いた「前受金」、「商品券」及び「預り金」の一部は、当事業年度より「契約負債」に含めて表示す

ることといたしました。 

なお、１株当たり情報に与える影響は軽微であります。 

 

表示方法の変更に関する注記 

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用） 

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第 31 号 2020 年３月 31 日）を当事業

年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載して

おります。 
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会計上の見積りに関する注記 

１．繰延税金資産の回収可能性 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産  2,467 百万円 

（２）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

連結計算書類の「注記事項（会計上の見積りに関する注記）」に同一の内容を記載してい

るため記載を省略しております。 

 

２．固定資産の減損損失 

（１）当事業年度の計算書類に計上した金額 

有形固定資産 67,213 百万円 

無形固定資産  3,364 百万円 

減損損失      － 百万円 

（２）会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

連結計算書類の「注記事項（会計上の見積りに関する注記）」に同一の内容を記載してい

るため記載を省略しております。 
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貸借対照表に関する注記 

１． 担保に供している資産及び担保に係る債務 

（１） 担保に供している資産 

商 品 215 百万円 

（２） 担保に係る債務 

買 掛 金 53 百万円 

  

２．有形固定資産の減価償却累計額 90,815 百万円 

３．保証債務（保証予約を含む。）  

他の会社の会員預り金債務等に対し、保証を行っております。 

株式会社近鉄友の会        4,187 百万円 

株式会社シュテルン近鉄       620 百万円 

計   4,807 百万円 

 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  

短期金銭債権 921 百万円 

短期金銭債務     32,386 百万円 

長期金銭債務      0 百万円 

 

損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高  

営業取引による取引高  

売 上 高       160 百万円 

仕 入 高       919 百万円 

営業取引以外の取引による取引高   7,755 百万円 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 

当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数  

普通株式 61,239 株 
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税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、商品券等引換損失引当金等であり、繰延税金負債

の発生の主な原因は、前払年金費用、その他有価証券評価差額金等であります。なお、投資その他の

資産に属する繰延税金資産と固定負債に属する繰延税金負債とは相殺して表示しております。 

 

リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、外商車については、所有権移転外ファイナンス・リース契

約により使用しております。 

 

関連当事者との取引に関する注記 

１．親会社及び法人主要株主等  

種類 会社等の名称 

議決権

等の所

有（被

所有）

割合 

関連当事者との関係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高 

親会社 

近鉄グループホ

ールディングス

株式会社 

被所有 

直接 

63.1％ 

間接 

4.9％ 

資金の貸借 

役員の兼任 

資金の貸付 

資金の借入 

1,500 百万円 

1,505 百万円 

－ 

－ 

       － 

    － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１. 資金の貸付及び借入は、近鉄グループホールディングス株式会社のキャッシュマネジメントシステムによる取引であ

り、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。 

２. 上記の金額には消費税等を含んでおりません。 
 
２．子会社及び関連会社等  

種類 会社等の名称 

議決権

等の所

有（被

所有）

割合 

関連当事者との関係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高 

子会社 
株式会社 

近鉄友の会 

所有 

直接 

100.0％ 

前払式の商品売買の

取次ぎ等 

役員の兼任 

収入金の預り 

資金の預り 

利息の支払 

債務保証予約 

6,570 百万円 

 32,126 百万円 

 282 百万円 

4,187 百万円 

預り金 

 

 

 

 28,747 百万円 

 

 

 

子会社 
株式会社 

近創 

所有 

直接 

100.0％ 

内装工事の施工等 

役員の兼任 

内装工事の施工等 

資金の預り 

 608 百万円 

2,303 百万円 

未払金 

預り金 

126 百万円 

   2,079 百万円 

子会社 
株式会社 

シュテルン近鉄 

所有 

直接 

100.0％ 

商品売買の仲介等 

役員の兼任 
債務保証  620 百万円 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１. 株式会社近鉄友の会に対する収入金の預り及び資金の預りは、当社のキャッシュマネジメントシステムによる取引であ

り、市場金利等を勘案して利率を合理的に決定しております。 

２. 株式会社近鉄友の会への債務保証予約は、友の会会員預り金残高に対する保全措置に対して行ったものであり、保証予

約額、市場保証料率等に基づき算定した保証料を受け取っております。 

３. 株式会社近創の内装工事の施工等は、数社からの見積りを勘案して発注先と価格を交渉のうえ、決定しております。 

４. 株式会社近創に対する資金の預りは、当社のキャッシュマネジメントシステムによる取引であり、市場金利等を勘案し

て利率を合理的に決定しております。 

５. 株式会社シュテルン近鉄への債務保証は、商取引に対する債務及び金融機関からの長期借入金残高に対する保全措置に

対して行ったものであり、債務保証額、市場保証料率等に基づき算定した保証料を受け取っております。 

６. 上記の金額のうち、取引金額については消費税等を含まず、期末残高については消費税等を含んでおります。 
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３．兄弟会社等  

種類 会社等の名称 

議決権

等の所

有（被

所有）

割合 

関連当事者との関係 取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高 

親会社

の子会

社 

近鉄不動産 

株式会社 
－ 

営業用建物等の賃借

役員の兼任 

建物等の賃借 

 

9,446 百万円 

 

敷金及び

保証金 

4,921 百万円 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）１. 建物等の賃借料は、当社他店の事例を含む取引実勢等を勘案し、交渉により決定しております。 
２. 敷金及び保証金は、店舗施設の賃貸借契約に基づくもので、入居敷金及び保証金の合計額であります。 

３. 上記の金額には消費税等を含んでおりません。 

 
１株当たり情報に関する注記 

１．１株当たり純資産額 698 円 36 銭  

２．１株当たり当期純損失 28 円 50 銭   
 
 

収益認識に関する注記 

連結計算書類の「注記事項（収益認識に関する注記）」に同一の内容を記載しているため記載を省略

しております。 

 

その他の注記 

新型コロナウイルス感染症の影響に関する一定の仮定 

当社は、新型コロナウイルス感染症の拡大による緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置に伴う、

店舗の休業及び営業時間の短縮など売上高減少の影響を受けております。計算書類の作成に当たって、

ワクチンの追加接種が普及するにつれて、翌事業年度末までに経済活動が緩やかに回復すると想定し、

繰延税金資産の回収可能性及び固定資産の減損等の会計上の見積りを行っております。 

なお、計算書類作成時点において入手可能な情報に基づいた最善の見積りを行っているものの、そ

の性質上、見積りに用いた仮定には不確実性があるため、新型コロナウイルス感染症の収束時期やそ

の経済環境への影響が変化した場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 
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